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Abstract

 The purpose of this paper is to discuss how international students' movements 
affect higher education policies with an aim of forming education hubs. 
International students' movements have become more active, massive and 
diversified in the process of globalization and internationalization of higher 
education. People in general have come to be more concerned about studying 
abroad through the cross-border programs, while governments are also eagerly 
attracting international students for human resource development. 

 There are several types of students' movements as follows; 1) bilateral 
movement, 2) multilateral movement through international networking, and :3) 
transit movement in which students can move from one place to another. As a 
result., education centers have appeared or are being designed to become hubs for 
international students. Those hubs are classified into three types; "student hub", 
"skilled workers hub"

, and "knowledge /innovation hub" (Knight, 2011), which 
can become an important strategic factor of higher education policy in many 
countries. For example, Sri Lanka has just started a reform of higher education 
with an aim to become "the most-cost effective and quality education hub in 
Asia". Malaysia has already started functioning as a "student hub", thus attracting 
various international students from Asia, Middle East and African countries. It can 
be said that Malaysia is a transit point as the preliminary destination for students 
who will eventually go on to English speaking countries like USA, UK, Canada, 
Australia and so on to get higher degrees. 

 However, the formation of hub by international students' movement has also 
caused some issues as follows; frictions between local people and newcomers, 

drastic cultural changes and social security problems, one of which is the 
typical issue of people flowing illegaly into countries. These conflicts can 
stimulate people's nationalism, thus bringing about controversial political debates. 
International students' movements can provide higher education policies with new 

perspectives, while it is also true that it causes political and social problems.
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1.は じめ に

グローバル化や国際化の進展に伴い、今 日、高等教育政策のあ り方は大 きく変容 している。

従来の高等教育政策は、国家発展のための人材育成の機能を、自国の教育制度の枠組みを中心

として展開してきた。諸外国への留学 も行われてきたが、それ らは、相互理解交流であったり、

あるいは相手国か ら技術や知識 を学び、それを自国の発展に役立てるというものであり、 しか

もそうした交流 もごく一部の学生に限られていた。 しかしなが ら、今 日では、国内における高

等教育の大衆化に加え、国外へ向けた学生移動の動 き、あるいは国外か ら自国へ来る学生移動

その ものが大衆化 し、かつ多様化 している。こうした状況の中で、高等教育のあ り方自体 も、

それまでの自国の社会発展を主軸 に置いた政策のあり方から、諸外国の動向をふまえた政策展

開を図る必要が生 じている。そこでは、高等教育の 目的のひとつである国家発展のための人材

育成の場に、学生移動 を含めた人材移動の活発化 という新たな要因が加わり、自国の人材育成

にとどまらず、他国からの人材 をいかに活用するかという視点も重要な戦略となっている。

こうした学生移動の変容とそれに伴 う高等教育政策のあり方の変化は、先進国にとどまらず、

発展途上国の高等教育政策にも大 きな影響 を及ぼすようになっている。発展途上国においては、

自国内での高等教育が非常に限られたものであ り、先進国への留学が活発化する一方、それが

同時に頭脳流出を引 き起こす という図式が一般的であった。 しかしなが ら、今 日では、 自国の

高等教育の国際化を図ることで、自国の学生の高等教育需要に応 じ、頭脳流出問題への解決を

図ろうとするとともに、他国からの学生移動 を誘致することで、国際社会における高等教育の

拠点としての 「教育ハブ(educationhub)」 を目指そうとする高等教育政策が展開されるように

なっている。

小論では、このように大衆化 し多様化する学生移動が、高等教育政策にどのような影響 を及

ぼ してお り、それが どのような政策を生んでいるのか、同時にそうした政策が、どのような新

たな課題 をもた らしているのかを検討する。は じめに、学生移動の大衆化 と多様化、ならびに

その類型を先行研究に基づ き整理 したあと、次にそうした学生移動の高等教育政策における影

響 を端的に示す ものとして、高等教育政策における 「教育ハブ」創出の動向を把握する。その

うえで、実際に 「教育ハブ」となることを目指 し、あるいは推進 しているスリランカとマレー

シアの事例 をとりあげ、それぞれの国で学生移動に伴 うハブ形成が、国際化 を推進する重要な

手段 になっている一方、それが国内の多文化社会に新たな変容 と課題 をもたらしていることを

指摘する。

II.学 生移動の大衆化 と多様化

1.「 普通 の人 々」 に よ る大 衆 化

今 日、 世 界 の 学 生 移 動 は、 量 的拡 大 と流 動 性 お よ び移 動 ル ー トの 多 様 化 とい う特 徴 を もつ よ

う にな って い る 。 まず学 生 移 動 の量 的拡 大 に つ い て は 、そ れが 「普 通 の 人 々」に よ る大 衆 化 に よ っ

て 引 き起 こ され て い る こ とが 指 摘 さ れ る 。1975年 に 国 外 で 高 等 教 育 を受 け て い た 学 生 は世 界 中

で約80万 人 で あ っ た のが 、1985年 に はllO万 人、1995年 には170万 人 、2005年 に は260万 人 と な っ

て お り、 さ らに2010年 に は4,ll9,002人 とな っ てい る。(OECD2010:313,2012:381)。 絶 対 数 で

は35年 の 問 に約5倍 以 上 に膨 れ上 が っ て い る こ と に な る。

この よ うに 学 生 移 動 が 活 発 化 す る背 景 に は 、 複 数 の 要 因 が 考 え られ る。 第 一 に、 個 人 の 高 等
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教育需要である。それは留学を可能にする個人の経済力の伸長に留まらない。今 日の学生移動

をみていると、経済性 という意味では、より安 く費用のかか らない教育機関の選択は、引き続

き重要な要因である。しか しながら、今 日では、たとえ経費が多 くかかっても、教育 を一つの

財産形成 とみなしてその将来性に投資すると考え、費用が高 くともより充実 したプログラムを

選択する者も多い。 さらに発展途上国の出身者のなかにも、子弟 を留学させるだけの十分な資

産を有 している場合 には、子 どもにより良い教育をうけさせるためであれば費用は問題ではな

いとする事例もみられる。

第二に、そうした個人的需要を生み出すだけのさまざまなプログラムが増加 していることで

ある。特に、国境を超えて展開されるプログラム(ク ロスボーダー・プログラム、トランスナショ

ナル ・プログラム)の 登場により、従来のように、当該国に行かなければその国の高等教育機

関の講義が受講できないというようなことは必ず しもなくなり、A国 にある大学のプログラムを

B国 で学ぶというように、より身近に、かつ手軽に海外の高等教育機関のプログラムを学ぶ機会

が増えた。ここでいうクロスボーダー・プログラム、ないしトランスナショナル・プログラムとは、

ニカ国あるいはそれ以上の複数の国に跨って学生が履修することを特徴 とするものである。そ

こにはプログラム履修国で一定の期間を学び、残 りを学位授与教育機関がある第三国で履修す

る部分学位 プログラムや、学位授与機関の分校、そこでのカリキュラムを履修することで学位

取得を目指すプログラム、さらにはe一ラーニ ング等 による遠隔教育や通信教育を利用 したプロ

グラムなどがみ られる。また、取得で きる学位 も相手国の教育機関の学位である場合や、自国

と相手国の両方の学位が取れる二重学位プログラムなど、今 日ではその形態も様々である1。こう

したプログラムのほとんどは英語を教授用語 とするものが多 く、かつ 「移動」とい う意味でも、

実際にプログラムの実施国に行って学ぶプログラムにとどまらず、自国にいなが ら海外のプロ

グラムが履修できるものまでより多彩なプログラムが展開されるようになっている。

第三に、高等教育機関側や各国政府が、従来以上に学生の獲得に積極的に乗 り出すようになっ

たことが考えられる。高等教育における民営化や私立セクターの進出とあいまって、移動する

より優秀な人材確保は、高等教育機関にとっては運営 と質保証の点で、また各国政府にとって

は社会発展のための人材育成 とともに、国際化における対外文化交流のプレゼンス確保 として

重要な手段となるためである。

このように、学生移動を加速させている学生の教育需要、柔軟なプログラム、高等教育機関 ・

各国政府の高等教育政策の積極的展開といった要素は、あたかも顧客 と商品と生産 ・販売者か

らなる 「サービス産業」の構造 を彷彿 とさせる。学生移動の大衆化 は、まさに高等教育がそう

した 「サービス産業」の一つとして語られるようになったひとつの帰結といえる。

2.学 生移動の多様化

次に、大衆化 し量的にも急増 している移動する学生の移動先をみると、留学先 も多様化 し始

めていることがわかる。2008年 に国外 において高等教育を受けていた学生330万 人のうち、移

'ト ラ ンスナ ショナル ・プログラムについて、杉 本均(2011)は 、「伝 統的留学 に対 して、新 たに 「非伝

統 的 『留 学』」 とい うモデ ルを提 示 し、次 の ように説 明 してい る。す なわ ち、「伝統 的留 学」で は、学

生が実際 にその留学先 国に移動 し、そ こで生活 しなが ら学位 や資格 、技能 を獲得す る。それ に対 し、「非

伝統 的 「留学』」 では、① 留学生 二学習者(プ ログ ラム履修 者)、 ②学校=教 育課程担 当者(プ ログ ラ

ム実施者)、 ⑧ 大学=そ の終了 に伴 う学位 ・資格 ・単位の認定者 ・授与者(学 位 等授 与者)の 三者 間の

関係 を考 えた場合、第一の形態 として学生 の移動 を伴 わないプログラム(通 信課程、海外分校)、 第二

の形 態 と して履修 プロ グラム と学 位授与大学 が一部 もしくは完全 に分離 され るプログラム(部 分学位

プログラム または ッイニング ・プログラム、外 国機関提携学位)、 さ らに留 学先国 とはまた違 う第三国

の学位 を 目指す プログラムなどが あ り 「留学概念 のパ ラダイム転換」が起 きて いる と指摘 している。
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動 先 の 国 をみ る と、 第1は ア メ リ カで 全 体 の18.7%、 次 い で 英 国(10.0%)、 ドイ ツ(7.3%)、 フ

ラ ンス(7.3%)、 オ ー ス トラ リア(6.9%)、 カ ナ ダ(5.5%)、 ロ シ ア(4.3%)、 日本(3.8%)と

な って い る が 、 この 割 合 を2000年 と比 較 して み た場 合 、 そ の 比 率 は微 妙 に 変 化 して い る こ とが

指摘 で き る。 た とえ ば 、 ア メ リ カ は8年 前 も1位 で は あ り、 そ の 点 で は変 わ らな い が 、 当 時 の 世

界 にお け る ア メ リ カの 留 学 生 受 入 れ シ ェ ア は24%で あ った の に対 し、2008年 に は6.7%も 下 が っ

て い る こ と に な る。 同様 に シ ェ ア率 が 下 が っ た の は ドイ ッ(2%減)、 英 国、 ベ ル ギ ー(各1%

減)、 フ ラ ンス 、 南 ア フ リカ 、 ス ウ ェー デ ン、 中 国(各1.5%減)と な っ て い る 。 これ とは逆 に 、

シ ェ ア を伸 ば して い る の は オ ー ス トラ リア 、 韓 国 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドで あ り、 い ず れ も1%の 伸

び で あ る。 また注 目 され る の は ロ シア が2%も シ ェ ア を伸 ば して い る こ とで あ ろ う(OECD2010:

314)。 さ ら に ア メ リカ の 受 入 れ シ ェ ア は2010年 に は16。6%に まで 下 が っ て い る(OECD2012:

379)a

ま た、 そ れ ぞ れ の 受 入 れ 国の 人 数 の 変 遷 をみ る と、2000年 と2008年 を比 べ た 場 合 、 ア メ リ カ

は 、2000年 の 時 点 で の 留 学 生 数 は約51万 人 で2008年 に は約62万 人 とな っ て お り、 そ の増 加 率

は21%で あ る。 同様 に英 国 は 約22万 人 が39万 人 と な り74%、 オ ー ス トラ リ ア で は14万 人 が23

万 人 と な り67%の 伸 び と な っ て い る。 これ に対 して 、 ア ジ ア の 国 々 は著 し く受 入 れ 留 学 生 数 を

増 や して お り、 た とえ ば 、 マ レー シア は 約28000人(2002年)が8万 人(2009年)と278%の 伸

び をみ せ 、 同 様 に 中 国が2000年 の 時 に5万2000人 だ っ た の が2008年 に は22万 人 と428%の 伸 び

を、 韓 国 は1万2000人(2003年)が6万3000人(2008年)と519%増 加 し、 さ ら に シ ン ガ ポ ー

ル にい た って は 、2002年 に1万1000人 だ っ た のが 、2008年 に は9万 人 と818%の 増 加 率 を示 して

い る2。

こ う した 留 学 先 の多 様 化 に よ り、 実 際 の学 生 移 動 に は大 きな変 化 が 生 じて い る。 そ れ は 学 生

移 動 の 動 きは 送 り出 し国 と受 入 れ 国 の 二 地 点 間 の 移 動 だ け で は な く、 場 合 に よっ て は三 地 点 以

上 の移 動 も含 ん で い る こ とや 、また 、移 動 の流 れ も、英 語 圏先 進 国へ の一 方 向 的 な流 れ に 限 らず 、

費 用 や 出入 国 管 理 等 の社 会 的 条 件 な ど を比 較 して 、 学 位 や 資 格 取 得 に よ り有 利 な フ.ログ ラ ム を

選 ん で起 きて い る た め で あ る 。

こ こで 学 生 が どの よ うな 要 因 で移 動 先 を 選 択 して い る か とい う こ とに つ い て は 、 エ ジ プ ト、

イ ン ド、 イ ン ドネ シ ア 、 南 ア フ リ カ に お け る 学 生 移 動 に 焦 点 をあ て て 調 査 したDeWit(2008:

28)ら の要 因分 析 が 興 味 深 い 。 そ こで は(a)教 育 的 要 因 、す な わ ち プ ロ グ ラ ム の 内 容 、 ラ ンキ

ン グや社 会 的評 価 、就 学 費用 、 自 国制 度 との 連 携 、 相 手 国 大 学 との 戦 略 的 連 携 、(b)政 治 ・社 会 ・

文 化 的 要 因 、 す な わ ち 言 語 問 題 や 異 文 化 適 応 、 政 治 的社 会 的 安 定 、 出 入 国管 理 政 策 、 学 問 の 自

由 、植 民 地 時代 か らの つ な が り、地 域 統 合 、宗 教 的要 因、(c)経 済 的 要 因、(d)人 材 開発 の指 標 、

留 学 後 ・帰 国 後 の 雇 用 機 会 、(e)地 理 的 要 因が あ る こ とが 指 摘 さ れ 、 か つ て の北 側 の 欧米 先 進

国 へ 集 中 して い た学 生 移 動 が 、 今 で は、 南 側 諸 国 間 の移 動 や 、 北 側 諸 国 か ら南 側 諸 国 へ の移 動

と多様 化 して い る と述べ て い る 。

ア ジ ア にお い て、1980年 代 か ら2000年 代 は じめ にか け て の ア ジ ア人 学 生 の 移 動 動 向 が 、 欧 米

一 辺 倒 で あ っ た か つ て の 動 きか ら、 ア ジ ア域 内へ も広 が りをみ せ る よ うに な って い る こ とに も、

こ う した 要 因 が 当 て は ま る。 こ の ア ジ ア域 内 で の学 生 移 動 の活 発 化 は、 日本 、 中 国、 韓 国 の 東

ア ジ ア3力 国 間 の学 生 移 動 、東 ア ジ ア とASEAN、 あ る い はASEAN域 内 の 学 生 移 動 、 イ ン ドを中

心 とす る南 ア ジ ア域 内 の移 動 な どが あ げ られ る 。

WorldBank2011:1(Originaldatafrom:CarolineMacreadyandCliveTucker,WhoGoesWhereand

YVhy?ArzOverviewandAnalysisofGlobalEducationalMobility,NewYork:InstituteofInternational

Education).
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それに加え、今 日では、後述するように、中東およびアフリカから東南アジアの国々への学生

移動の急増が 目立つ。学生移動を促す要因として学生の招致活動が活発化 しているアジアでは、

域外 とのつなが りをもつことにより、発展的に高等教育の国際化 を進めようとしている。その

典型例は、マレーシアが重点をおいている中東諸国からの留学生受入れ、ならびにアフリカ諸

国からの留学生受入れであろう。特に2001年 にアメリカで起 きた同時多発テロ以降、イスラー

ム圏の学生の移動が制限されるなかで、マレーシアは当該地域 との経済関係強化等の戦略から

イスラーム国家として受入れを行ってきた。ここには、競合するシンガポールやタイとは異なり、

イスラーム国としての特性を生か して交流拠点としての差別化 を図ろうとする意図も見出すこ

とができる。他方、DeWit(Ibid.)が 指摘するように、アフリカでは、南アフリカがサブサハラ

以南の学生の留学先 として中心的役割を果た してお り、あるいはエジプ トが宗教的要因からア

ジア、中等地域の様々な国からの学生移動の目的地となっている。

3.学 生移動の類型

以上述べたような学生移動 について、杉村(2011:S17)は その流動【生を3つ の類型に分類 し

ている。第1の 型は従来型 ともいえる送 り出し国と受入れ国の間の二国間 ・二地点間の移動であ

る。この移動は、特定の国に、個別の領域プログラムを求めて留学 し、そこで学んだ技術や知識 ・

情報を自国に持ち帰 るといった場合であ り、行 き先が限定されている留学プログラムや、国費

留学によくみ られるとお り、本国への帰国を前提 とした留学、あるいはより専門性の高い大学

院プログラムなどがこれに相当する。

第2の 型は、多国間・多地点間にまたがる学生移動である。この移動は、複数の大学がコンソー

シアムをつ くり運営するプログラムなどにみ られ、学生は提携する二機関(地 点)以 上のプロ

グラムを選択 して学んでいくため、時に三か国以上にわたる場合 もある。 ヨーロッパで展開さ

れているEUの エラスムス ・ムンドゥスプログラムはこの例であるが、アジアでは、東南アジァ

諸国連合(ASEAN)が 実施 している 「ASEAN大 学連合(ASEANUniversityNetwork,AUN)」 が

ある。AUNは1995年 にアセアン10力 国の高等教育担当大臣によりアカデミックネットワークと

して設立され、学生 と教員の交流、共同研究、情報共有、アセアン研究の促進を柱 として活動

してお り、10か 国のメンバー大学がプログラムを提供 し、学生や教員がそれらを軸に教育研究

活動を展開する地域間連携プログラムである。現在、日本、中国、韓国で始動 した 「キャンパ

スアジア」構想とそれによる大学間連携プログラムも、基本的にはこの類型に分類される。

さらに第3の 類型は、筆者が 「トランジット型」 と呼ぶ学生移動である。これは2力 国以上、

複数の国を移動するという意味では第2の 類型に似ているが、第2の 類型が一定のメンバー国や

参加大学の問での移動となるのに対 し、この トランジット型移動では、メンバー国であるなし

にかかわらず、A国 出身の学生が、まずB国 に留学 し、そこからさらにC国 へ と再留学 してい く。

そこで最 も重要なのは、学生個々人が、 自分の興味 と関心、学びたい専門分野と、留学経費や

留学先国との関係など、学生移動の要因に基づいて次の 目的地 を選び、そこへ移動 してい くと

いう点であろう。この学生移動は、従来のように国家、あるいは各大学の連携戦略に即 したルー

トを動 くのではなく、個 々の自由な意志 と与 えられた要件の もとでルー トを開拓 してい く移動

である。今日の学生移動は、こうした3つ の類型の移動が入 り混じって展開されてお り、前述の

とお り、学生移動の量的拡大とともに、移動の様相をより重層的で複雑なものとしている。
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III.学 生移動が もたらす高等教育政策の新動向 「教育ハ ブ」の登場

今 日の学生移動の大衆化、多様化の影響は、高等教育において、その変化の速さと、学生移

動その ものがもたらす社会変容 という点で、各国の高等教育政策に大 きな変革 を求めるように

なっている。ハブ形成の戦略性については、すでに白石隆(2009)が 、シンガポールにおける

国際ビジネスの 「ハブ化」戦略に注 目し、馬越徹(2005)の 指摘をふまえながら、東アジアの

都市間競争 ・地域間競争 における 「東アジア最強のプレーヤー」の一つとなったことを強調 し

ているが、今日、まさに高等教育の拠点形成 を促す 「教育ハブ」が、高等教育政策の戦略的展

開に大きな影響力をもつようになっている。

「教育ハブ」の形成は、前述の学生移動の3類 型との関連でいえば、第2な い し第3の 類型が登

場 し、より顕著になっている現象であるといえる。 もちろん、移動の第1類 型のように、送 り出

し国と受入れ国 という二国間関係の場合が中心であった時期か ら、すでに学生移動のハブ形成

はみられた。特に、学生受入れ数のうえで絶対的な優位 を保ってきたアメリカは、世界の学生

移動の 「教育ハブ」であ り続けてきた し、それは今 日も変わらない。 しか しながら、移動が大

衆化、多様化する今日、注 目されるのは、アメリカのように学生移動数で優位 を保つ国に限らず、

学生移動のルー トが多様化するなかで新たなハブが形成されたり、あるいはそうしたハブ形成

を狙お うとする高等教育政策をとる国が登場するようになったことで、その様相 を複雑にして

いるということである。

1.多 国間連携の学生移動と教育ハブ

たとえば、学生移動の第2類 型である多国間 ・多地点間にまたがる学生移動は、そこで形成さ

れる学生移動の連携ネットワークが、世界全体の学生移動のなかでひとつのハブを形成 し得る。

今 日、EUの エラスムス ・ムンドゥスプログラムを追いかけるものとして、ASEANIOか 国をそれ

ぞれ代表する大学によって形成されているアセアン大学連合(ASEANUniversityNetwork,AUN)

がある。AUNは1995年 にアセアン10力 国の高等教育担当大臣によりアカデ ミックネットワーク

として設立され、学生 と教員の交流、共同研究、情報共有、アセアン研究の促進 を柱 として活

動 してお り、10か 国のメンバー大学がプログラムを提供 し、学生や教員がそれらを軸に教育研

究活動を展開する地域間連携プログラムである。ASEANと いう地域を国際的な学生移動のなか

でひとつのまとまった移動ネットワークとして位置づけ、北米や ヨーロッパ地域 に形成 されて

いるのと同様の地域的な 「教育ハブ」として中心的な役割を担 う一機構 となりつつある。

同様の取 り組みは、南アジアの8か 国で始まったSAARCに よる高等教育地域連携にもみられ

る。地域協力連合(SAARC)は 、南アジア地域 に1985年 に創設された地域協力組織であ り、イ

ンド、バングラデシュ、スリランカ、パキスタン、ネパール、ブータン、モルディブの7ヵ 国を

原加盟国として発足後、2007年 にはアフガニスタンが加盟 し、現在のメンバー国は8か 国である。

SAARCの 目的は、世界人口のほぼ2割 強を占めなが ら、GDPは 世界全体のGDPの わずか1.8%、

世界貿易額の約1%を 占めるにす ぎず、世界の貧困層の約4割 が この地域 に住んでいるといわれ

る南アジアにおいて、南 アジア諸国の国民の福祉増進 と生活の質的向上を図 り、経済成長、社

会的進歩、文化の発展 を促進 してすべての人に尊厳ある生活を送る機会を提供すること、なら

びに南アジア諸国の集団的自立を促進 し、相互の信頼と問題の理解に貢献するとともに、社会、

経済、文化、科学技術の分野における協力 と相互支援を促 し、他の開発途上諸国や地域協力機関、

国際機関と協力するとされている。この活動指針は、2011年11月 の第17回SAARCサ ミット宣

言においても繰 り返 し強調されている。特に高等教育においては、専門学位の相互認証 と学術
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水準の調和化(harmonization)の ための枠組み策定の推進、ならびに南アジア地域の大学 ・研

究機関及びシンクタンク間の長期連携制度の確立が 目標のひとつに掲げられた。SAARCに 誕生

した 「南アジア大学(SouthAsianUniversity、 以下SAU)」 は、まさにそうしたSAARCの 高等教

育連携を象徴する大学院大学である。SAUは 、2005年 の第13回SAARCサ ミットでイン ドのシン

首相が提案 し、2007年 の第14回 サ ミットで設立合意が図られ、地域連携 と人材育成 を目指す高

等教育機関として現在、開学準備が進められている。その設立理念は、シン首相の提案にある

とお り、世界レベルの教育機関を整備 し、学生や研究者などの人材 を集めることで、南アジア

を世界の拠点のひとつとするために地域の加盟国がともに協力し合うことにある3。

SAARCが 高等教育連携に力を入れるもう一つの理由は、これまで南アジアから多 くの人材が

欧米先進国、特に旧宗主国であったイギリスへと留学 し、そのまま頭脳流出となることで人材

獲得上、不利 な立場にたたされてきたことがある。留学は、留学終了後の就業の可能性 と密接

に結びついてお り、従来はアメリカへ留学 したインドの留学生が、そのままアメリカに残 って

就職するという例が多かった。 もっとも最近では、留学修了後、そのままアメリカに残って就

職するのではなく、本国に帰国 し、新たに起業するといった例 もみ られるようになってお り、

SAARCと してはこの機をとらえて人材獲得と国際交流拠点としての位置づけを確かなものとし

ようとしている。 この意味で、政治的な課題は含みつつも、SAARCの 地域連携の取 り組みが、

今後、国際的な学生流動の新たな 「教育ハブ」として成立するかどうかが注目される。

2.学 生移動の トランジット化と教育ハブ

以上述べた多国間連携 とそれに伴 う教育ハブが主として第2類 型の学生移動に関連 しているの

に対 し、第3類 型の トランジット型の学生移動では、個別の事例 によってハブもより多様な特徴

をもつ。すなわち トランジット型の移動 をする学生は、定型化 したパッケージ型の移動ルー ト

ではなく、自身の興味や関心により独自の移動ルー トを渡 り歩いてい く学生である。

こうした トランジッ ト型の学生移動の活発化は、 トランジットの地点 となる国や地域 に、学

生招致を通 じた新たな高等教育政策の展開を可能に している。多 くの、 しかも多様な 「普通の

人々」 としての学生がより柔軟に移動することで、それぞれの トランジット地点は、単に高等

教育にとどまらず、その地で学んだ学生 を将来的に人材 として活用することや、あるいはさま

ざまな学生を招致することで、社会活動をより活発に展開できるようになるからである。

Knight(2011)は 、こうした 「教育ハブ」を、シンガポール、マレーシア、香港、アラブ首

長国連邦、カタール、バーレーンの6つ の事例調査を基 に3つ のタイプに類型化 している。第1

のタイプは 「学生ハブ(StudentHub)」 であ り、 自国の学生および外国人学生に対 して教育活

動を提供することで、外国人学生か らの授業料収入、自国学生への教育機会の提供、国内高等

教育の国際化、地域高等教育における国際競争力の強化 を目指すというものである。第2の タイ

プは 「高度人材ハブ(SkilledWorkforceHub)」 である。このタイプは、第1の 「学生ハブ」と
一見類似 しているものの、労働力としての高度人材 を育成 し、かつ卒業後、かれらを雇用 して

3南 アジア地域協力連合(SAARC)に は、オブザーバー として、 日本 、中国、米国、EU、 韓国、イラ ン、

モーリシャスが加 わっている。SAARCの 設立意 義や 目的は、統合行動計画(lntegratedProgrammeof

Action)に おい て、7分 野(農 業 ・農村 開発、運輸通信 、社 会 開発 、環 境気象、科学技 術、人材 開発、

エ ネルギー)に おける地域連携 を図 ることに重 点がお かれてい る。高等教 育の専 門学位 の相互認証 に

つ いては、すでに生物、看護学 、医学、教育科学 、薬学、工学 、数学、地理学 、コンピュー ター、農業 、

法学 、教 員養成、会計 学の分野 で、修 学期間や単位 数の相互認 証 をどの よ うに進め るか とい う論議が

開始 されてい る。 この施策 は、SAARC全 体が 目指 してい る地域経済統合 とそのための国家 間の相互 連

携 システムの構築 の一環 である。
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そ の ま ま当 該 国 に残 って もら う と い う こ とを意 図 して お り、 産学 連携 が鍵 とな る。 さ ら に第3の

タイ プで あ る 「知 識 ・イ ノ ベ ー シ ョ ンハ ブ(Knowledge/lnnovationHub)」 は 、知 の 創 生 と イ ノベ ー

シ ョン を図 る とい う もの で 、経 済 を基 盤 と した知 識 ・サ ー ビス 基 盤 経 済 の創 出 、 高度 人材 の育 成 、

海 外 か らの 直 接 投 資 の 勧 誘 、 地 域 ・グ ロ ーバ ル 経 済 に お け る競 争 力 お よ び ソ フ トパ ワ ー の獲 得

を 目的 とす る もの で あ る。 この 第3の タ イ プ で は 、 国 内外 の教 育 機 関 、 産業 界 、研 究所 、 企 業 と

い った ア ク ター相 互 の協 力 が重 要 な鍵 とな る とい うの で あ る 。

も っ と もKnight(2011)は こ う した3つ の 「教 育 ハ ブ」 の 類 型 化 を、 さ ら に検 証 す る必 要 が あ

る こ と を指摘 して い る 。 これ ら3つ の教 育ハ ブ は一 見 す る と、「学 生 ハ ブ」 か ら 「高 度 人 材 ハ ブ」、

そ して 「知 識 ・イ ノベ ー シ ョ ンハ ブ 」 へ と 「発 展 」 す る もの と も とれ るが 、 果 た して そ う した

時 系 列 的 な と ら え方 が 適 切 な の か ど う か とい っ た 点 や 、 こ う した教 育 ハ ブ モ デ ルが 、 オ ー ス ト

ラ リ ア や英 国 、 米 国 とい った よ り大 規 模 な ク ロ ス ボ ー ダ ー 教 育 を展 開 して い る 国 に も適 用 で き

るの か ど うか 、 さ らに は 日本 が 提 案 して い る よ う な 「ゲ ー トウ ェ ー モ デ ル 」 とは ど の よ う に関

連 づ け る こ とが で きる か ど うか とい っ た 問題 で あ る 。

た だ い ず れ に して も、 こ う した 「教 育 ハ ブ」 と呼 ば れ る もの が 誕 生 す る よ う に な っ た 背 景 に

学 生 移 動 の 活 発 化 が あ る こ と、 そ して 今 後 も、 学 生 移 動 の あ りよ う如 何 で 、 高 等 教 育 政 策 に お

け る 「教 育 ハ ブ 」 の 位 置 づ けが 変 容 す る可 能性 が あ る こ と は確 認 す る こ とが で き よ う。 そ れ は

従 来 型 だ け の 二 国 間 を基 軸 とす る 学 生 移 動 で は生 み 出 され る こ との な か っ た きわ め て多 角 的 な

機 能 を もつ 「教 育 ハ ブ 」 で あ り、今 日の 高等 教 育 政 策 の重 要 な 戦 略 とな り うる概 念 で あ る 。

IV.「 教育ハブ」 をめ ぐる高等教育政策の事例

1.ス リラ ン カ ハ ブ形 成 へ の 挑 戦

そ こで 次 に 、「教 育 ハ ブ 」が ま だ こ れ か ら創 出 さ れ よ う と して い る事 例 を と りあ げ る。 こ こで は 、

「教 育 ハ ブ 」 とい う戦 略 を設 け る こ とに よ り、 高 等 教 育 の拡 充 と国 際 化 を図 ろ う と して い る ス リ

ラ ン カの例 を分 析 す る 。

ス リ ラ ンカ は 、 イ ギ リス か ら1948年 に独 立 後 、 民 族 、宗 教 な ら び に地 域 別 差 異 を もつ 多 文 化

社 会 と して 、 国 民 統 合 を大 き な課 題 と して きた 国 で あ る 。 そ の 多 様 性 は 、 民 族 的 に は シ ンハ リ

族74%、 ス リラ ンカ ・タ ミル 族12.6%、 イ ン ド ・タ ミル族5.5%、 ム ー ア族7.1%、 そ の 他 と な っ

て お り、 他 方 、 宗 教 的 に は仏 教 徒 が 全 体 の約7割 を占 め る の に対 し、 ヒ ンズ ー教 が15.5%、 キ リ

ス ト教(主 と して カ トリ ック)7.6%、 イ ス ラー ム(ス ン ニ派)7.5%、 そ の他 とな っ て い る。 人

口約2040万 人(2010年 現 在)を 抱 え 、そ の う ち35歳 以下 の若 者 が61%を 形 成 して い る若 い 国 ス

リ ラ ンカ で は 、 国 家 発 展 の た め の 人 材 育 成 が 喫 緊 の課 題 と な っ て い る。 特 に2009年5月 に 、26

年 にお よぶ 内 戦 が 終結 して 以 降 は 、 国家 発 展 の た め の さ ま ざ まな 戦 略 が と られ る よ うに な っ た 。

そ の 政 策 を最 も象徴 す るの が 、2010年 に ラ ジ ャパ クサ(MahindaRajapaksa)大 統 領 が 発 表 し

た 国 家 戦 略 ビジ ョン 「マ ヒ ン ダ ・ビジ ョ ン(MahindaChinthana)」 で あ る 。 そ れ に よれ ば 、 「世

界 を見 据 え る若 者 を 育 成 す る 」 とい う ビジ ョン と と も に、 ス リラ ン カ を南 ア ジ ア に お け る 「知

識 ハ ブ(KnowledgeHub)」 を 目指 す とい うこ とが 打 ち 出 さ れ た。 ス リラ ンカが 提 唱 して い る 「ハ

ブ 形 成 」 は、「知 識 ハ ブ」 の教 育 に と ど ま らず 。 「商 業 ハ ブ(CommercialHub)」 、「海 洋 ハ ブ(Naval

Hub)」 「エ ネル ギ ー ハ ブ(EnergyHub)」 、 「航 空 路 ハ ブ(AviationHub)」 の5つ のハ ブ で あ る が 、

特 に 「知 識 ハ ブ」 は、 他 の4つ を結 びつ け る もの と して 、扇 の要 の機 能 を果 た す もの と位 置 付 け

られ て い る。 す な わ ち 、 こ の 国家 戦 略 ビジ ョ ンで は、 ス リ ラ ン カが 掲 げ る 「ア ジ アの 奇 跡 」 を起
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こす た め の 重 要 な戦 略 と して 「知 識 ハ ブ」 を 目指 す と され 、 そ こで は具 体 案 と して 「もっ と も

経 済 的 で あ り、 か つ 質 の 高 い 教 育 ハ ブ(Tobethemost-costeffectiveandqualityeducationhub

inAsia)」 を 目指 す と して い る。

こ う した ス リ ラ ン カの ハ ブ形 成 戦 略 は、 ス リ ラ ン カ の 高 等 教 育 の 拡 充 施 策 と組 み 合 わせ て 展

開 さ れ て い る 。 ス リ ラ ンカ に は 現 在 、 放 送 大 学 を含 む15校 の 大 学 とイ ンス テ ィチ ュ ー トと よ ば

れ る高 等 教 育機 関 が 複 数 あ る が 、 これ ら の機 関 の 学 生 定 員 が 少 な く、 た と え ば2010年 の 同 年 齢

人 口の 高 等 教 育在 籍 者 比 率 は4.3%に す ぎな い 。 この た め、 ス リ ラ ン カ政 府 は、 高 等 教 育 機 会 拡

大 の た め の 外 部 学 位 プ ロ グ ラ ム な ら び に技 術 教 育 発 展 の た め の 高 等 技 術 学 校 の 拡 充 を図 っ て い

る。 同時 に 、 高 等 教 育 へ の 私 立 セ ク ター の参 加 を呼 び か け 、 私 立 高 等 教 育 機 関 の 設 立 認 可 お よ

び 海 外 か らの 高 等 教 育 機 関 の招 致 に積 極 的 に乗 り出 して い る。 これ に よ っ て 、 ス リラ ン カ 国 内

の 高 等 教 育 需 要 へ の 対 応 は も ち ろん の こ と、海 外 の学 生 誘 致 を行 うこ とで 、南 ア ジ ア にお け る 「教

育 ハ ブ 」 と して の プ レゼ ンス を確 立 す る とい うの が ス リ ラ ン カ政 府 の 戦 略 で あ る。

2.マ レーシア 多様化する 「学生ハブ」

以上述べたスリランカの 「教育ハブ」戦略は、すでに東南アジアの国々がとってきた高等教

育政策に類似 したものがみ られる。特に、国内の高等教育機関の拡充を私立セクターの導入お

よび海外の教育機関との連携によって進め、国内学生の高等教育需要はもとより、国外学生の

獲得により 「教育ハブ」としてのプレゼンスを高めるとい う戦略は、まさにマレーシアの高等

教育政策が1990年 代の半ば以降とってきた政策に非常に類似 している。

1957年 の独立以降、国民統合と経済発展を国家 目標 に掲げ、特に1970年 代以降、高等教育政

策においても国語(マ レー語)と 国教(イ スラーム)を 軸としたマレー系優先政策(ブ ミプト

ラ政策)を 展開 してきたマレーシアにとって、1990年 代半ばに設立が認められるようになった

私立高等教育機関とそこで展開される英語 を教授言語 としたクロスボーダー ・プログラムの導

入は、高等教育に大 きな変化をもた らした。そこには、国内で とられていた民族別大学入学者

比率制度(ク ォーター ・システム)の 影響 もあ り、国内の国立大学に進学できずに従来は国外

へ 「留学」 していた学生が、マ レーシア国内に開学 した私立高等教育機関ならびにそれを通 じ

たクロスボーダー ・プログラムに参加するようになった。同時に、そうしたクロスボーダー ・

プログラムに、国外からの学生が参加するようにな り、マレーシアは従来の 「留学生送 り出 し

大国」から転 じて 「留学生受入れ国」へ と転身したのである。例 えば2008年 の時点でマレーシ

アが受け入れている留学生の出身国をみると、中国とインドネシアがそれぞれ約1万 人となって

いるが、次いで多いのはイランの約6200名 であ り、ナイジェリア約6000名 、バングラデシュ約

3600名 、イエメン約3000名 、ボツワナ約2400名 、スーダン約2000名 、イラク約1600名 、パキ

スタン約1600名 、ソマ リア、モルディブ、サウジアラビアがそれぞれ約1500名 といった様相で

ある4。ここか ら明らかなように、マ レーシアは中東 とアフリカか らの留学先 として位置づけられ

ている。こうした転換は、マレーシアが従来抱えていた頭脳流出問題への対応となるとともに、

学生移動のハブとなることで、国際社会でのプレゼンスをあげようとする戦略である。

このようなマレーシアの 「ハブ形成」を、Knight(2011)は 「自国の学生および外国人学生に

対して教育活動を提供することで、外国人学生からの授業料収入、自国学生への教育機会の提供、

国内高等教育の国際化、地域高等教育における国際競争力の強化 を目指す 『学生ハブ』」と位置

付けているが、まさに学生移動がもたらす高等教育政策のあ り方の典型といえよう。

4マ レーシア出入 国管理局が2009年 に発表 した 「マ レーシアにお ける留学生の 出身国と在籍機 関」に よる。
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V.学 生移動がもた らす 「教育ハブ」の可能性 と多文化社会変容のジレンマ

1.ハ ブ形成の流れと国境を超える政策展開の可能性

スリランカやマ レーシアの事例にみる 「ハブ形成」の流れにみるように、今 日の学生移動が

高等教育政策に与える影響にはそれぞれ差異がある。マレーシアの事例に対 して、スリランカ

がこれから目標 とするのは、まずは 「学生ハブ」になり得 るか どうかとい う点である。この点

について、世界銀行から刊行されたレポー ト(WorldBank2011)で は、スリランカがハブ形成

するにはどのような条件が必要か という点について、「学生ハブ」となるには、国際的に認めら

れる質を維持 した高等教育を実現 し、かつ卒業生が学業終了後に雇用され うるようなプログラ

ムを見るべ きであること、また 「高度人材ハブ」になるには、査証条件や手続 きを緩和 し、学

業終了後にスリランカで仕事に就 くことができる環境整備を行 うべ きであるとしている。さら

に 「知識 ・イノベーションハブ」になるには、国際的に通用する研究環境 と研究力の整備、海

外 との研究パー トナーシップの準備、さらに諸外 国の有名な研究者 を招聰するだけの生活およ

び仕事の環境整備 を挙げている。

ここであらためてKnight(2011)が 掲げた3つ の 「教育ハブ」モデルを見直すと、「学生ハブ」、

「高度人材ハブ」そ して 「知識 ・イノベーションハブ」では、単 に学生の国際移動が活発化する

だけではな く、それが人材育成にどの くらいかかわるか、あるいは知のネットワークや文化を

構築 する点でどのような機能 をもつかという点で質的差異がある。すでにKnightも 問題提起 し

ているように、 この3つ のハブは、「学生ハブ」「高度人材ハブ」「知識 ・イノベーションハブ」

へ と段階的に移行する時系列的なものかどうかは、議論の余地が残 るところであろう。その国

や地域の高等教育政策の状況如何では、当初 より 「高度人材ハブ」 としての位置づけをもつと

ころもあれば、「学生ハブ」 として学生移動のなかで重要な機能を担うところもあると考えられ

るからである。たとえば、マレーシアにとっては今後、「学生ハブ」から 「人材ハブ」へ といか

に移 り動 くことができるのかが政策上の焦点となっている。 しかしなが ら、現実のマ レーシア

は、前述のように、中東やアフリカからの学生を積極的に誘致する一方、そうした学生の多 くは、

卒業後 もそのままマレーシアに残 って仕事に就きたいと思わず、 より上級の学位や就職先 を欧

米先進国に求めるという例が多い。いわば、マレーシアは欧米先進国への トランジット・ポイ

ントなのである(杉 村2010a:44-45)。 この点で、「学生ハブ」 としてのマレーシアはそれ自体が、

学生移動の流れの中で、中東やアフリカの学生が欧米先進国へ移動する際の仲介 という一定の

機能を有 している。 このように、ハブ形成の流れは、これまでの主 として国家の枠内を中心 に

行われていた高等教育政策に対 し、それに加えて国境を超 えて展開される新たな高等教育政策

の可能性 を提起する。

2.「教育ハブ」が生み出す2つ の高等教育像 国家発展 と地域発展

ハブ形成の もたらす第一の意義は、前述のように国家にとっての発展戦略である。 しか しな

がらそれは、当該国がある地域国際社会の状況とも密接 にかかわる。小論で取 り上げたスリラ

ンカの場合、少なくともスリランカ政府 としては、「学生ハブ」から 「人材ハブ」、「知識 ・イノベー

ションハブ」を目指 してい く戦略をとろうとしているが、他方で、スリランカが含まれる南ア

ジアでは、前述のとお り、SAARCに よる新たな地域連携による高等教育の試みが既に開始され

てお り、一方で地域ハブの動 きも活発化 している。こうした場合、国としてのスリランカのハ

ブ形成 と、国を越えて形成される地域のハブ形成が同時に進行することにより、少なくともス

リランカ自体は二重の意味合いで自国の高等教育を位置づける必要がある。
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同様 の こ と はす で に マ レー シ アで 実 際 に起 こ っ て い る。 マ レー シ アで は、 前 述 の とお り、 東

南 ア ジ ア に お け る 「教 育 ハ ブ 」 と して少 な くと も 「学 生 ハ ブ」 は確 立 さ れ て い る。 た だ し、 そ

う した マ レー シ ア独 自の 戦 略 と は別 に 、 マ レー シ ア も またASEANの 加 盟 国 と してASEANが 展

開 しつ つ あ る 「地 域 ハ ブ 」 に も参 加 して お り、 自 国 の発 展 と と もに 、 地 域 との協 力 や 発 展 も考

慮 す る こ と を求 め られ て い る。 た と えば 、ASEANの 場 合 に は、マ レー シ ア と同様 に 、シ ン ガ ポ ー

ル も ま た 「教 育 ハ ブ 」 と して位 置 づ け られ 、 そ の 意 味 で は、 マ レー シ ア とシ ン ガ ポ ー ル は、 そ

れ ぞ れ の ハ ブ と して の 特 徴 は異 な る もの の 、 人 材 育 成 や 人 材 獲 得 とい う意 味 で は 競 合 関係 に あ

る。 しか し同 時 に、ASEANの ネ ッ トワ ー クの なか で は、ASEAN域 外 の ネ ッ トワ ー ク と の対 比 に

お い て 協 調 関 係 にあ る。

この こ と をふ ま え る と、ハ ブ形 成 に は大 別 して2つ の可 能 性 が あ る。 ひ とつ は、Knight(2011)

が 整 理 して い る よ う に、 各 国 政府 が 高 等 教 育 政 策 の 戦 略 と して と る 「教 育 ハ ブ 」 で あ り、 そ れ

は国 家 単 位 のハ ブ を生 み 出 す 。 そ れ に対 して、ASEANやSAARCが 生 み 出 そ う と して い る の は 、

地 域 単 位 の ハ ブ で あ る。 この 地 域 単 位 の ハ ブ は 、単 独 の各 国 政府 の ハ ブ とは異 な り、連 携 や ネ ッ

トワー ク を基 盤 とす る 「教 育 ハ ブ」 で あ る。 学 生 移 動 は 、これ ら2つ の 「教 育 ハ ブ 」 を生 み 出 し、

そ れ ぞ れ の 「教 育 ハ ブ 」 は、 国別 の 教 育 発 展 と地 域 発 展 とい う異 な る次 元 で の 高 等 教 育 の 機 能

を創 出 す るの で あ る。

3.「教育ハブ」がもたらす多文化社会変容の課題

他方、「教育ハブ」の創出は、学生が移動 した先の社会に、多文化化 と社会変容 をもたらし、

そのことが、少なからず高等教育政策の課題になることにも留意する必要がある。それは学生

移動により、多種多様な文化をもった学生が集まることで、新たに生 じる文化摩擦の問題である。

ハブ形成が進み、異なる文化的背景をもった学生が交流の機会 を得ることは、学生移動 に本来

期待される相互理解や協働の場 を提供することとな り、教育の国際化の観点からみれば意義深

いことである。 しかしなが ら、逆に相互理解がうまく進 まなかった り、逆に相互の不信や摩擦

が起こる可能性 もある。た とえば、Tan(2011)が 指摘するように、今 日、マ レーシアで急増

しているアフリカ系学生については、マレーシア社会との折 り合いの難 しさが問題化 している。

こうした文化接触に伴 う摩擦の問題は、クロスボーダー ・プログラムによって学生移動が加速

されるなかで顕在化 して きた問題である。マレーシア社会に馴染みにくいアフリカ系の学生の

場合、かれらがマレーシアの文化や地域性に惹かれてマ レーシアに留学 して きたわけではな く、

英語で、 しかもより安い費用でクロスボーダー ・プログラムが履修できるという利点に魅かれ

てマ レーシアに来た例が多い。学生にとっては、マ レーシア社会に対する理解や相互交流は関

心外のこととなりがちである。

また、ハブ形成が目指す人材の獲得 という点でも課題は多い。「教育ハブ」の特徴は、それが

人材の養成や獲得に結びつ く点にあ り、それは 「学生ハブ」「高度人材ハブ」「知識 ・イノベーショ

ンハブ」のいずれにもあてはまる。実際、スリランカにおいてもマレーシアにおいても、ハブ

形成の中心には国家発展を担う人材育成がある。 しか しなが ら、学生移動が活発化するなかで、

それに伴う入国管理の問題が深刻化 していることも否めない。マレーシアでは、前述のように、

中国やインドネシアをはじめ、中東やアフリカ諸国からの留学生 を多 く受け入れているが、本

来期待 される留学終了後の就労については、有意味な国際交流が展開される一方、インドネシ

ア人労働者をめ ぐる政治問題に代表されるように、それが人権問題や不法滞在者問題に発展す

る例もある。「学生ハブ」 としての位置づけがそのまま 「高度人材ハブ」へ と発展するには解決

すべき課題が山積 している。
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こうした状況が より深刻化するのは、相互不信がナシ ョナリズムに結びつ く場合である。平

野(2006)は 「移動がナシ ョナリズムと切 り離せないものである」 とし、そこでのナショナリ

ズムには①国境 を越えて 『出ていく』人々のナショナリズム、②国境 を越えて 『入ってくる』人々

のナショナリズム、そして③国境のなかに留 まる人々のナショナリズムがあることを指摘 して

いる。そ して、学生移動 を含めた今 日の人の移動においては、「人々が国境をまたいで異文化の

人々と大量に、そして絶えず接触する状況」が作 り出されており、「相互理解 と友好」が生まれ

る可能性がある一方、「相互反発 と排斥、敵対の関係を結集する危険性」もあることをあげている。

シンガポールで開学準備が進む米国イェール大学とシンガポール国立大学の連合カレッジ設

立をめ ぐり、集会や結社の自由に規制があるシンガポールの規定にどう折 り合いをつけるかと

いう問題はその例であろう。同カレッジは、300年 に及ぶイェール大学の歴史で初めての連合カ

レッジとなる高等教育機関で、4年 間の学部課程の大学である。東西の文化を融合する教養教育

プログラムを中心にしてお り、アジアの高等教育に大 きな影響を与えうる存在になるであろう

が、他方でシンガポールの国家政策とのずれが生 じるとすれば、大学の運営が難 しいものとな

る(Gooch2012)。

このことをハブ形成の動 きと重ねて考えた時、一方では学生移動のルー トを繋 ぐネットワー

ク化を図る動きとなるが、多文化社会の変容 とそれに伴 うナショナリズムの問題が生 じた際に

は、逆にそれが対立の拠点となり、ある種のブロック化を図る逆の効果を生むことにもなろう。

その場合には、「学生ハブ」を形成 し、学生移動を通 じて自国のプレゼンスを高めることが難 し

い状況にもな りかねない。

VI.ま と め

小論では、国際的な学生移動が活発化 し、大衆化 ・多様化するなかで、それが高等教育政策

に与える影響を 「教育ハブ」の創出とい う観点か ら分析 した。国家発展とそのための人材育成

という観点から、今 日では高等教育政策において、学生移動の拠点としての 「教育ハブ」 とな

るかが大きな焦点 となっている。Knight(2011)の 分析によれば、それらは 「学生ハブ」「行動

人材ハブ」「知識 ・イノベーシ ョンハブ」の3類 型 に分類 される。他方、学生移動については、

従来か らあった 「二国間 ・二地点間の移動」、「多国間 ・多地点間の移動」 さらに 「トランジッ

ト型の移動」の3類 型がみ られ、こうした学生移動の実態に照 らした場合、「教育ハブ」は、各

国政府が 目指す国家発展のためのハブとともに、地域連携やネットワークを基盤とするハブが

同時並行的に形成される可能性 を持つ。

こうした学生移動に伴 う 「教育ハブ」の創生は、現在、「学生ハブ」への挑戦を行っているス

リランカの事例、他方、「学生ハブ」から 「高度人材ハブ」への展開を図ろうとしているマレー

シアの事例のいずれにおいても、頭脳流出を解決 し、 自国の高等教育拡充 という意味では一定

の意義をもつ。 しか し同時に、それぞれの社会に文化変容をもたらす可能性がある。また、そ

れぞれの地域で形成されているSAARCやASEANそ れぞれの地域連携との兼ね合いも重要な要素

である。今後は、国際化のもとで進行する学生移動 とハブ形成のこうした功罪に、どのように

バランスよく対応するかが高等教育政策の課題 となろう。

現在、 日本においても、中国、韓国との間で 「キャンパスアジア」構想が具体化 し、実際の

大学連携プログラムが始動 している。このプログラムがより本格化すれば、地域連携 を通 じた「多

国間移動」が東アジアでもより活発化 し、ASEANを はじめとする他国・他地域 との連携 も含めて、
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地域的なハブ形成 を促進する。しか しながら、現実には、政治的な対立事項 もあ り、かつそれ

ぞれの国が自国の 「教育ハブ」 としての発展 を目指 してお り、ナシ ョナリズムの問題にどう対

応するかが大 きな課題となっている。「教育ハブ」が高等教育政策にもたらす影響は、国際化が

もたらす国際協調の側面 と、新たなナショナリズムの浮上という2つ の相反する方向性にどう折

り合いをつけるか という国際教育学の課題 とその重要性を、あらためて再認識させるものとい

える。
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